








要    約:母子保健法等の改正に伴い、平成 9 年度から母子保健事業の主要部分が市町村

に委譲さされることとなった。これによって市町村は母子保健事業のうち基本的な乳児健

診等の事業を新たに実施主体として行うこととなる。しかし政令市および東京都特別区に

おいては、従前からそれぞれが設置している保健所を中心に母子保健事業が展開されてき

ており、大きな変革を迫られることはない。しかし、少なからぬ影響を受けることはもち

ろんであり、また、新たな問題点も発生することとなる。特に、平成 7年 4月 3日、厚生

省児童家庭局長通知「子どもにやさしい街づくり事業の実施について」  (児発第 376-1

号)による事業については新たな取組みが求められる。


